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あげると，   

① 目標の選択   

価値の多元化があり，しかも将来の変数を予想できな  

いことから目標を固定的，安定的なものとして設定する  

ことができないこと，   

② 代替案の設定   

代替案が定義きれる空間自体が不確定であり，すべて  

を網羅できないこと，   

③ 効果の予測   

都市システムの相互作用を固定し，確定論的に代替案  

の効果を予測できないこと，   

④ 評価・選択   

単一の評価尺度を造れないこと，又多次元のまま評価  

する手続きがきわめて不充分であること，  

等が考えられる。そのため，システム分析自体の基本的  

フレームも変化のきぎしを見せており，意思決定者の多  

くの判断と直観を生かしうる分析方法の開発が進められ  

ている2）。   

対話型計画観は，同じ様に計画立案の困難を解決する  

ために脚昌きれる3）。しかし，それは意思決定を支援す  

る新たな方法論の開発という方向をとらない。むしろ数  

学的合理性のみによって計画が運営されえないという反  

省のもとで，計画過程そのもののあり方を問い直し，そ  

の再編を図ろうとするものである。そこではコミュニケ  
●●●●  

－ションを通じての関係主体間相互学習が計画を推進す  

る原動力とされる。プランナーが計画を造り，住民がそ  

れを買うという役割分担ではなく，計画過程の申でそれ  

ぞれの能力を認め合い4），それらを最大限に生かすとい  

う形での機能分担が行われる。これは参加を相互学習に  

昇聾した町づくりの1つのイデオロギーである。この対  

話型計画観にはそれ自身に2つの前提が内在する。分析  

枠を導出するためにも，確認しておく必要がある。   

1 はじめに   

多元価値社会と呼ばれる社会状況の中で，計画過程に  

おける地域住民間，あるいは行政一住民間の価値の調整  

の必要が高まってきている。それら実質的要請にムード  

的要請も加わり，各地方自治体は「市長と話し合う会」  

「住民集会」等，新しい参加システムの導入にきわめて  

積極的である。ところが，参加に関する研究活動の立ち  

遅れから新たなシステム導入に対してその設計条件を得  

ることができず，いわば場あたり的な方策を講じるにと  

どまっている。確かに理念的な住民参加論は華やかに展  

開されている。住民参加の各事例を未消化のまま，性急  

に日本には参加はなじまないとする論はその最たるもの  

であろう。逆に，今，必要とされている住民参加に関す  

る実証的研究は驚く程少ない。これまでの参加の試み㌢  

点検，評価し，その実績をもとに参加が語られなければ  

ならない。   

社会過程として計画をとらえるべきであるとの指摘は  

以前からなされており1），その意味で都市計画研究も参  

加の問題を避けて通ることはできない。とすれば都市計  

画の立場からこの問題にどの様にアプローチすべきなの  

であろうか。本稿ではアプローチの一例を示し，この分  

野での研究が，都市計画研究として成立し，しかも今後  

の計画を考える上できわめて重要な要素になることを明  

らかにしたい。従って，まず，対話型計画観の提示によ  

り，参加を計画過程における行政一住民問情報交流シス  

テムの問題として扱う分析枠を示すと共に，それに基づ  

くケーススタディの1部について述べる。   

2 対話型計画観   

計画対象である都市システムの複雑化に伴い，計画立  

案作業はきわめて難しくなってきている。システム分析  

は計画をより数学合理的に行うために開発されたもので  

あるが，その分析過程に即し現代の計画立案上の困難を  
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（i）手続き合理性が計画案の合理性を規定する。   

計画案の合理性を判定するためには，代替案の集合や  

評価基準が存在していなくてはならないが，それらを先  

験的に確定することはできない。裁判所の判断において  

も，案自体で合理性（例えば公共性）を認定できないこ  

とから手続き審査の重要性が指摘きれている5）。対話型  

計画額も計画手続きの合理性が確保きれた時，選択きれ  

た計画案が自動的に合理的になるとする立場をとる。  

（ii）相互学習こそ創造的であり，しかも実行可能な計  

画を造る唯一の源泉である。   

この命題が科学的に立証されていないという意味で，  

従来の対話型計画観をイデオロギーと呼んだのである  

が，ただ「数学的合理性にもとづく手法によって完全合  

意（全構成員が受容）の計画案を生産できない」ことを  

認めれば「学習を通じて相互理解を深める」ことによっ  

て「説得，取り引き等の手続きを推進し合意を達成す  

る」べきでだとする見解は経験的説得力を持つ。   

対話型計画観ほ計画過程を対話型にすべきだという主  

張であるが，同時に計画過程が開係主体間コミュニケー  

●● ションによって構成きれているという事実認識枠であ  

る。筆者らは対話型計画観に共感を覚え，その妥当性を  

立証したいと考えるが，それが善であるとする主張に最  

初から組みし主張をくりかえすのでは研究者として不充  

分な役割しか果していないと考える。当然，第2命題で  

ある「相互学習こそ…唯一の源泉である。」は研究を  

通じてその真偽のほどを明らかにする必要がある。すな  

わち，相互学習の進展が，計画過程上有効な二次・三次  

の波及効果を持つか否かを確かめなければならない。次  

に分析枠を示そう。   

仮に，計画過程を地方政府，住民の2主体モデルとし  

て考えると，（実際は地方政府は多くの部局から，住民  

は多くの利害団体から構成されている。）①対話主体G  

⑧対話主体R ③対話内容C ④対話メディアM の4  

つの要素を考えることができる6）。（図岬－1）   

この総体を行政一住民間情報交流システムと名付け  

る。1次効果を測定する指標はG，Rの相互学習の進展  

度Llであるが，2次効果，3次効果は具体例で定義す  

る。これら しに対するG，R，C，Mの4つの要素の  

感度を分析することにより，対話型計画過程の評価が可  

能となる。  

Li＝f（G，R，C，M）  

Ll：相互学習の進展度（1次効果）  

L2：   ク  （2次効果）  

L3：   ク  （3次効果）  

G：対話主体Gの特性  

R：対話主体Rの特性  

C：対話内容の特性  

M：対話メディアの特性  

R  

メディア M  

内  容 C  

図－1 行政一億民間情報交流システム   

評価枠1一意－   

これは最も一般的な形での評価枠であり，計画過程に  

おいてどの様な参加システム（対話メディア）を採用す  

べきかの知見を与える。  

評価枠2一一   

対話内容はある部分，対話メディアに従属している。  

しかしメディアを所与とした場合でも計画に関連するど  

の様な内容をどの様に表現するかという関越は残ってい  

る。  

評価枠3－－   

Rを1住民の特性に限定した場合は，この評価枠は限  

定したものとならざるを得ない。Rを多利害集団に拡張  

した場合，どの範囲の住民との対話が必要か，どの様な  

コミュニティ組織が対話に適しているかという評価が可  

能となる。  

評価枠4一≠   

上と同様にGを多部局と考えた時，組織間情報ネット  

ワークをどの様に設計することが望ましいか等の知見を  

うることができる。   

以上，行政一住民間情報交流システム評価の4つの枠  

組みを示したが，あくまでもこれは，一般的モデルであ  

ってこれを直接具体例に適用することはできない。その  

理由ほ籍1に，一般モデルにおいては各変数がまだあい  

まいで，具体的計測に耐えられないということであり，  

籍2に，具体的ケースでは一般モデルが対象としている  

相互学習の全体は取り扱えないということによる。次節  

以降で紹介する県民討論会とゴミ問題を考える会のケー  

ススタディは主として－川‰，一意→媚題として取り  

上げるが，各ケースで独自の分析枠を示し，各変数を定  

義することにしたい。  
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3 県民討論会の効果測定7）   

K県では長期総合計画への住民参加の一手法として県  

民討論会を開催した。本分析では討論会における対話が  

いかなる形で相互学習を引き起こし，又その結果として  

合意形成がどの様に進展したかを明らかにしたい。  

（1）県民討論会とは   

「あすのK県を考える」県民討論会は1977年8月～10  

月まで，県内6会場において開催きれた。討論会はシン  

ポジューム形式をとっているが，そのプログラムに従い  

説明すると，知事のあいさつの後，SDモデルで予測し  

た県の将来を示すスライドが上映される。ここでは県が  

このまま推移すれば非常に住みにくくなることを強調  

し，住民参加による計画造りの必要性を説いている。次  

に意見発表者（各会場5名）による問題提起が行われ，  

一般県民（各会場200名前後）による全体討論が行われ  

る。全体討論は2時間弱に渡ったが，討論内容は地域の  

特性を反映して会場毎に特色のあるものとなった。  

（2）対話の場としての県民討論会   

県は，県民討論会の冒頭に，討論会が県民同志の話し  
合いの場であるということを確認したいと参加者に伝え  

ている。実際，個別の意見に対する県の陳述はなかった  

わけで，その意味でこの発言は守られたわけである。し  

かし，県民討論会を県民と県民の間のコミュニケーショ  

ンメディアにすぎないと考えるのは誤りである。県を  

して「県民同志」と言わしめたのは，単に討論会が，陳  

情。要求型の会合になることを避けたかったからにすぎ  

ない。県は，討論会開催前に基本構想・基本計画の素案  

を住民に提示しているが，当日会場でも，知事のあいさ  

つ，及びスライド上映に1時間弱の時間をさき，県民へ  

の情報提供という働きかけを行っている。県民同志の対  

話といっても，それは県の造った土俵の上での議論であ  

り，県への働きかけなのである。参加者がついつい県へ  

の意見陳述となるのは仕方のないことであった。県は県  

民同志のスタイルをとり，素案に対する県民の反応を確  

認するという高度な対話戦略をとったと考えられる。従  

って県民討論会を対話の場と考えた時，ミクロな県民相  

互の対話レベルと，マクロな県と県民との対話レベルを  

識別することが必要である。（図一2）   

マクロな対話による相互学習効果を明らかにするため  

には一方の対話主体である県の学習過程をトレースしな  

ければならないが，それは非常に難しい。県の多くの部  

局が県民討論会にかかわったが，討論会に対する受け取   

り万はきまざまであるだろう。県民討論会が，個人的  

に，部局的に，あるいは県組織全体にどの様な効果を持   

ち，それぞれの行動にどの様な変化をもたらしたかほ容  

易に把揮できない。従って，今後は分析を住民中心に組  

み立てていきたい。（図叫2の点線内）   

（3）調査のための分析枠  
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ミワロ指   
対話レヘル   

・iレ  

図－2 ミクロとマクロの対話レベル  

ま涛A  

図－3 個人における情報処理  

対話の最小単位である個人の情報処理の過程を考える  

と，上の図式を得る。（図w3）   

個人の保有情報が，事実情報，価値情報，ルール情報  

から成ると考え，学習をインプット情報による保有情報  

の変化で定義する。すなわち，ある個人Aが県からの提  

供情報，他県民の発言をインプット情報とし，保有情報  
●▼■づ■－‾■■つ■■→■ －－－す→－－■ト  

（fAt，VAt，r＾t）を（fA．．1，VAt．1，rAt．1）に変換する過  

程が学習である。又，各期のアウトプット情報を保有情  

報の関数（万人共通の判断関数）として考える。  

ン・→＞ニー    yAt＝h（fAt，VAt，rAt）  

h：判断関数  

－一一・－■  

、  従って，学習によってアウトプット情報はyAtから   
yAl十1に変化する。アウトプット情報はAの外部に伝達  

されるすべての情報をさすが，特に代替案選好態度を中  

心に分析する。特定個人の保有情報，アウトプット情報  

の時系列変化を明らかにすることにより，その個人にと  

って討論会における情報交流がどの様な学習効果を持っ  

たかが明らかになる。  

●●●○●■  しかし，相互学習の場として，県民討論会がどの様な  

効果を持ったかは明らかではない。そこで，相互学習の  

波及効果を合意形成という現象との関連でとらえ，合意  

の基盤造り効果，合意効果という対話の場に対する変数  

を導入する。参加者全体の保有情報，アウトプット情報  

の分布を考え，それぞれその分散が小さくなる場合8），そ  

の効果を認定する。そしてその効果が認められた場合，  

討論会が相互学習の場として高い機能水準を達成したと  

考える。   

相互学習による合意の基盤造り効果   

（i）事実情報の共有   



一個ト  （りの分散が小さくなること   

（ii）価値情報の共有  

一－〉■・  （vi）の分散が小さくなること  

匝）ルール情報の共有  

・ト  （rりの分散が小さくなること  

0相互学習による合意効果  

アウトプット情報の共有  

▲－ト  （yりの分散が小さくなること  

（4）調査の実施   

調査の概要を■‾Fに示す。参加者に対する事前・事後の  

調査の他に比較のため一般県民400人無作為抽出し，参  

加者事前とほぼ同一の質問で調査を行っている（表－  

1）。  

（5）相互学習による合意の基盤造り効見合怠効果の  

測定   

同一質問の事前・事後の平均分散を計算すると，6項  

目すべてに渡り，分散は減少し，平均値の絶対値は大き  

くなっている9）。（表－2）又，表－3は県レベルでの  

長期計画策定の意義に関する事前。事後クロス表である  

が，積極的に造るべきであると回答する人は有志に増え  

ている。これらのことから県民討論会は事実情報の共有  
を促進し（合意の基盤造り効果），計画策定の意義，現素  

案に対する賛否に関する態度の分散を減少させる効果を  

持ったと言える。  

4 ゴミ問題を考える会の効果測定10）   

前節では，県民討論会という対話型参加システムの導  

入が，相互学習を進展きせ，合意形成上望ましいと思わ  

れる効果をもつことを明らかにした。このような対話型  

参加システムと共にゴミ問題等市民に身近かな地域問題  

解決をはかる場として，ゴミ処理施設見学等の体験共有  

型参加システム導入が試みられている。  

（1）体験共有型参加システムとは   

体験共有型参加システムを定義すれば，参加者が情報  

交流すべき相手と共通の行動体験をすることによって，  

情報を直接認知できる場をつくるような参加システムで  

ある。既存の住民参加システムを対話型及び体験共有型  

という2つの軸で類型をしてみると図脚4の様になる。   

ここでは，ゴミ処理システム設計に係る体験共有型参   
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均の比較  
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表－3 「あなたは，県レベルで長期計画をつ  

くることについてどうお考えですか。」   

加システムに焦点をあて，相互学習効果について考えて  

みる。  

（2）ゴミ処理問題に係る体験共有型参加システム導入  

の背景   

近年，地方自治体がかかえる共通の悩みは，ゴミ処理  

問題である。高度経済成長及び都市化に伴う人口増，所  

得増は，ゴミ排出量の増加をもたらした。ゴミ急増によ  

る自治体のコスト負担増大，その一方で省資源化への国  

家的要請が強まる申で，ゴミに含まれる再利用資源を回  

収し，ゴミの減量と資源売却利益によって総コストの削  

減をはかろうとするリサイクル型ゴミ処理システムヘの  

転換が模索きれてきた。この転換には，単に処理技術の  

向上のみならず，住民のゴミの分別あるいほ滅墨への協  

力など役割分担への合意を必要としており，その合意を  
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得る為に様々な住民参加が行われている。  

（3）この間願を考える為の基本仮説   

基本仮説として，次の5つの仮説を設定した。   

体験共有塾参加システム導入によって，  

1参加市民の事実情報認知量が増加する。  

2 参加市民の問題解決の為の役割認識及び役割行動促   

進効果をもつ。  

3 事実情報認知と役割認識及び役割行動の強さとの間   

に正の相関がある。  

4 参加市民と行政間の相互交流促進効果をもつ。  

5 参加市民とコミュニティー間の相互交流促進効果を   

もつ。   

学習のレベルを情報認知のレベルⅠ，評価（態度）の  

レベル乱行動のレベルAに分けるとすると，仮説1は，  

Ⅰの増加，仮説2は，E及びÅの変化，仮説3は，Eゐ  

ⅠあるいはAっ。Ⅰの関連性について述べたものである。  

仮説4は，体験共有システムが，波及効果として参加後  

の行政との相互交流を促進させ，学習を深めていくとい  

う補強効果を有するのではないかというものである。仮  

説5は，参加者が，コミュニティー内部のゴミに関する  

情報伝達の核として，他者への働きかけをしていくので  

はないかという仮説である。  

（4）ゴミ問題を考える会の効果測定   

ケーススタディーとして，八王子市で行われた「ゴミ  

問題を考える会」，及び町田市の「ゴミ調査」を選んだ。  

後者についての詳細は別の機会にゆずるとして，八王子  

「ゴミ問題を考える会」を中心に述べ，補完的な形で，  

町田のケーススタディー結果に触れたいと思う。  

（参考注：ゴミ調査は，美しい町づくり’75の一環とし  

て，市の依頼をうけ，約200世帯の住民自ら，ゴミの詳  

細な分別及び計量を1カ月間行ったものである。これに  

ついて，一般市民，参加市民を対象とするアンケート調  

査を中心にケーススタディーを行った。）  

（D ゴミ問題を考える会とは   

八王子市で腱された「ゴミ問題を考える会」は，従来  

行われてきた対話集会などの対話型参加システムと施設  

見学会などの体験共有型参加システムの両者の特徴を合  

わせもつ参加システムである。（実施日は，52年12月，  

53年12月の2回）   

具体的には，まる山目をかけ，市内の2清掃工場と最  

終処分地を見学後，行政担当者とのゴミ問題に関する対  

話集会をもうける形がとられた。しかし施設見学といっ  

ても，終始職員の詳細かつ楽しいナレーターがあり，ま  

た日頃公開しない場所についても参加者がヘルメットつ  

きで見学するなど，従来の施設見学会とは異なり，かな  

り時間をかけきめ細いものであった。対話集会では，市  

の担当職員が∴現在市がかかえているゴミ問題及び，ゴ  

ミの分別・減塵促進の必要性を中心に話題を提供する中  

州32…   都市計画 柑2  

で，問題解決方向について市民との討論，質疑応答が行  

われた。   

② 調査方法   

「ゴミ問題を考える会」導入による相互学習効果の計  

測は，参加住民を対象に「会」参加前後士10日前後2  

回，アンケートによるゴミ問題に関する意識調査を比較  

する形で行った。（郵便調査法により，回収率83％，有  

効回収数34人）   

③ 結 果   

1～5の検証を行う為に義一4に示されるような計測  

尺度を用意した。表中，事実認知量は，ゴミ問題の認識  

のキーポイントとなるような「処理困難ゴミの焼却炉へ  

の混入の事実」あるいは「最終処分地の不足事実」等5  

質問項目をつくり，認知していた場合＋1点をそれぞれ  

に与え，その総計をもって定義した。仮説の検証につい  

て個々の詳細については，行わないが，一例として，役  

割行動の一つの計測尺度である減量行動について，参加  

前と参加後の変化を図－5に示した。   

「ゴミ問題を考える会」参加による相互学習により，  

参加市民のゴミ問題への認識が深まり，役割期待を市民  

が意識するようになる一万，ゴミ問題に関する他主体と  

の相互交流が促進きれたといえる11）。  

（5）関連主体による「ゴミ問題を考える会」の評価  

① 参加市民による評価   

参加後の調査で，参加市民は，今後「ゴミ間琴を考え  

る会」のような会を催すことに積極的賛意を表わしてい  

る。（「大いに賛成」＝97％）参加前の調査から，市民の  

参加動機の主たるものは，「ゴミ処理施設あるいはゴミ  

問題の実態把握をしたい」という情報認知欲求（12％）  

で，次に「ゴミ問題解決方法の探索」という自己達成欲  

求（％）が挙げられる。参加後にこれらの参加動機がど  

れだけ充足されたか調査したところ，前者について9  

割，後者について8割もの人が「大いに満足」あるいは  

対応仮免   
計二剖 尺長  

仮鋭ユ．   轟棄認知   米   

触  取沌結露イブー5■   ザ 堵  

仮鋭2．  狩剖凧亀   

狩剖語数符魯  分別行動   循剖・斯魯儲働  ㊥・      ㊤・         J・◎   

行動鑑生動募  ニ巳、恩缶膏   

海星督  

！ 寸 雫  歳翳 曇J軌  広商港紀撃  登 米  夜詑E 
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表一牒 八王子「ゴミ問題を考える会」参加者  
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之gO石『 乃ろ円il蔚一危円  図－5 おたくでは，生ゴミの水を切ったり，  

自家処理をして出すコミの減量化を行っ  

ていますか。   

まあ満足と答えている。  

③ 行政による評価   

行政の主たる「ゴミ問題を考える会」設定の動きは，  

ゴミ処壇システムの効率的運営の実現というものであろ  

う。行政にとってゴミ処理システムの効率的道営とは，  

〝一▲定の産出量を維持する‾卜でのコスト等資源消磨の最小  

化であろう。とすれば，次の関係式が成り立つ時，ゴミ  

問題適者える会等の住民参加システムの導入を正当化し  

うる。   

C．（G（L）T）＋CL≦C（百，T）   

ここでCは，ゴミ処理コストであり，コミュニティの  

ゴミ排出量Gと処理技術水準Tで説明される。G（L）  

はゴミ排出量が，ある参加システムの導入による学習L  

によって変化することを意味し，CLは，参加システム  

導入費用である。左辺は，住民参加システム導入後の総  

コスト，右辺は，導入前のコミュニティーのゴミ排出量  

（盲）を与件とした場合の総コストである。   

実際に八王子「ゴミ問題を考える会」と町田「ゴミ調  

査」の2ケースについて，相互学習の波及効果としても  

たらされるコミュニティー内のリサイクル運動体形成効  

果を上述の調査から推定し，コスト削減効果を見積っ  

た。   

あくまで推測の域を出ないが，l‾ゴミ問題を考える  

会」等体験共有型参加システム導入が，ゴミ処理システ  

ム設計上選択しうる代替案の領域を拡げ，それによる運  

営コスト削減効果を生む可能性が大きいといえるであろ  

う。  

5 行政†僅民間債報交流システムの設計   

本節では2つの実証分析結果を総括し，新たな行政一  

住民間情報交流システムの導入にあたり，どの様な設計  

方針を考慮に入れておくべきかを確認したい。   

県民討論会，ゴミ問題を考える会は共に行政一住民間  

情報交流システムの一例であるが，計画過程上の意義は  

多少異なっている。討論会は長期総合計画の素案（基本  

構憩，基本計画）ができた段階でその素案を採用すべき  

か否かを決定するにあたり，住民との対話の場を設け  

た。県の示した代替案12）に従い，県民はどの代替案を選  

択するかの判断を行う。この判断は決議されるべきもの  

ではなく，事実決議されなかったがその判断をもとに対  

A＝C（石，T）－C（G（⊥〉，T）  
BニA－C．  

表Ⅷ5 体験共有型参加システム導入によるゴ  

ミ処理システム運営コスト削減効果  

図岬6 まとめ   

話が進行するとしたら，討論会の効果として合意効果を  

とることは妥当性を持つ。   

一方，ゴミ問題を考える会は代替案選択というよりは  

代替案探索という面で計画過程と係わりを持つ。市当局  

は減量化，分別化の方向がよいであろうという政策イメ  

ージほ持っているが，全体のゴミ処理システムの設計図  

を描き出しえていない。というのは減量化，分別化のた  

めには住民の積極的参加を必要とするが，その参加をど  

れだけ期待しうるかについての判断ができないからであ  

る。現在，どの様なゴミ処理上の問題をかかえており，  

（問題探索），どの様な処理システム導入が可能か（代替  

案探索）についての対話が行なわれる。であるから，役  

割認識の変化，役割行動の拡がり等を効果測定の指榛と  

しうる。この様に行政一住民情報交流システムの機能水  

準を計測する指榛は統一的に構成されない。ここに計画  

過程を評価することのむずかしさを見い出しうる。’（表  

－6）   

2つの実証研究を通じ対話を計画過程に導入すること  

が，ある側面において計画システムの望ましい運営に寄  

与することを明らかにした。あくまでもある側面での評  

価であり，性急に政策論を展開するのは避けるべきであ  

る。しかし，対話を導入するにあたって考慮しておかな  

ければならないいくつかの設計方針を精神論としてでは  

なく社会的技術の問題として列挙することは多少の意味  

があると考える¢  
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設計方針を2節で述べた計画過程の4つの要素に従い  

整理すると図叫7をうる。メディアと内容に関する4つ  

の設計方針の各々を改めて説明するのはやめよう。これ  

らは研究の直接の成果ではなく，対話型計画観の主張を  

経験にもとづき単により具体的に記述したにすぎない。  

又，不充分な分析しか行いえなかった地方政府と住民に  

関しては設計方針ではなく，このシステムをを有効に作  

動きせるためそれぞれで試みられるべき対策として記  

す（図－7）。   

地方政府，住民のそれぞれのボックス内に表現したの  

は対話を通じその行動規範をより柔軟にしていく過程で  

ある。行政を支配している（あるいは支配すべき）最適  

性指向，論理重視，問題解決指向，長期・広域等の規範  

は行政を行政たらしめる行動規範であるが，住民との接  

触により，適応性指向，生活感情重視，問題探索指向，  

短期。狭域等の感覚が附加される。逆の作用が住民にお  

いて達成きれ，この相互理解が次期の対話をより効果的  

なものとし，対話が進行すると考えられる。しかし，こ  

のシナリオを成立させるためには，地方政府が計画の妥  

当性を説明しうるまで理論武装ができていることが前提  

となる。地方政府の行動規範が自ら不明な時住民との対  

話は住民迎合とならぎるをえない。   

日本とアメリカの合意形成メカニズムを比較して前者  

のそれをクローズド社会のメカニズム，後者のそれをオ  

ープン社会のメカニズムと呼びその特徴が論じられてい  

る13）。上で述べた理論武装が必要なのはコンフリクトを  

ノーマルと考えるオープン社会でのことである。義理・  

人情あるいは根回しの支配するクローズド社会では価値  

のないものである。しかし住民意識の高揚により，日本  

の合意形成メカニズムも（必ずしもアメリカ型ではない  

かも知れないが）オープン社会のそれに変貌を余儀なく  

きせられている。そこでは地方政府はその行動規範を明  

確に持たなければならない。その時こそ対話型計画観の  

持つ真の意義が明らかにされる。   

紙面の関係から詳述はさけるが，どのレベルの対話に  

おいても，諮れでもが自由にアクセスできる計画支援シ  

ステムの構想があり，筆者らはその予備的実験を行いつ  

つある。この支援システムがどの様な条件を具備すべき  

なのかを明らかにすることは対話型計画を考えるうえで  

1つの大きな課題となる。   

6 おわりに   

「日本に住民はいても市民はいないから参加システム  

の導入は無用な混乱をまねき大きな社会的コストを生む  

だろう」という懸念は，以前行ったゲーミング実験によ  

って必ずしも妥当しないことが確かめられているが14），  

，3琴：勒鼻   
膳朝晩  三ス〒ム  し＝好勧亀  2平取暴  

府民翫缶あ  粕邑喀習の濫最  づ滝qフ馳L削毒操  倉、義春か島   

ゴミ句磨も  循別行動小塙保り．  
蒐もち令  和宣啓習の塩展  確執絶敬の費払   加互配色覿果   行田一億民間  
表－－6 行政住民間情報交通システムの機能水  

準計測する指標  
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額計方卑  
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図－－7 行政一億民間情報交流システムの設計方針   
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図－8 対話のつのレベルと対話を支援するシステム  

7）「情報量増大のもつ合意形成効果に関する実証的研   

究」根本敏則，熊田禎宣指導，1978東工大社会工学修   

士論文の抄録である。  

8）より詳しくは，分散が小さくなること（条件1）と   

平均ベクトルの絶対値が大きくなること（条件2）が   

認定条件。この定義では賛成者が増えて分散が小さく   

なる場合と，反対者が増えて分散が小さくなる場合は   

無差別となる。  

9）カテゴリーに順序のあるものは，一般県民のデータ   

を用いてリッカートの方法によりウェイトを付けてお   

りそれを用いて平均，分散を計算している。  

10）「体験共有システム導入による地域社会構成主体間   

の相互交流濃度上昇効果の分析」松田宏一，熊田禎宣   

指導1978，東工大システム科学修士論文の抄録であ   

る。  

11）町田「ゴミ調査」のケースでは，相互交流の最も進   

んだ形態として参加後実際にリサイクル運動体が形成   

きれている。  

12）県からの素案は1つしか提示きれず，これが問題で   

あることを指摘する識者は多かったが，ここでは素案   

を認めるか否かを代替案と考える。  

13）「開発計画に伴なう地域住民に対する合意形成のア   

プローチ」宇都宮深志，公害と対策 Vol14  

14）「ゲーミングシミュレーションによる都市における   

高速道路計画手続きの代替案比較に関する研究」拙稿  

1976都市計画学会大会論文集11号  

本稿におけるケーススタディによりそれを再確認するこ  

とができた。しかも相互学習により市民が造り出さオtる  

としたら，この懸念のもつ「市民の存在の有無により参  

加の問題を考えよう」とする論理自体が問われなければ  

ならない。市民不在状況こそが参加を必要としていると  

いう逆説を示しうるからである。しかし，同じ様に生産  

的になりえない参加至上主義に陥いることは避けたい。   

参加－それは目的でもあり手段でもある様な社会運営  

の技術である。我々はその計画過程における意味を今後  

も問い続けていかなければならない。   

最後に各ケーススタディにおいて有益な示唆と助言を  

いただいた自治体の職員の万々と快よく調査に協力して  

いただいた住民の方々に深く感謝したいと思います。  

注  

1）例えば「社会過程としての計画」   

斉藤参郎，1971，横浜国大建築学科卒業論文  

2）H．A．Simon によるヒューリステックアプローチ   

M．Alexis によるオープンモデル等が掲げられる。   

ref。「意思決定論」宮川公男，1971  

3）「Retracking AmericaJ   

John Friedmann，1971  

4＝。Friedmamn前掲書p．187  

5）「訴えの利益」原田尚彦  

6）一般のコミュニケー、ション分析の①送り手分析，②   

受け手分析，③内容分析，④メディア分析に対応。  
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